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水文科学についての認知マップとこれから
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Recognition map on the hydrologic science and from now on
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Abstract

It has been passed 26 years after the establishment of Japanese Association of 
Hydrological Sciences, and research directions and social demands for scientific re-
searches have changed largely during this quarter-century. The paper mentions the 
desired direction of the hydrologic science in a future according to the recent world 
trends regarding the relationship of the science and society as well as describing the 
history of the establishment of Japanese Association of Hydrological Sciences brief-
ly. As a new scientific research framework for foreseeable 10 years from 2013 to 
2022, ICSU and ISSC have established the “Future Earth” and IAHS the “Panta 
Rhei-Everything Flows” as the IAHS Scientific Decade 2013-2022. The internation-
al project on “Groundwater Governance” programmed by GEF, UNESCO-IHP and 
other international organizations is now implementing. From those world tenden-
cies, it can be recognized that it is necessary the establishment of the “Science for 
Society” which takes a serious view of the relation between the science and human-
society systems instead of former the “Science for Science”. It was mentioned that 
now clamed for the hydrologic science is to create a “new wisdom” and to establish 
its methodology coping with a today’s trend of the world.

Key words: hydrologic science, Future Earth, Panta Rhei-Everything Flows, 
Groundwater Governance, science for society

Ⅰ．はじめに

本稿は，2013年10月に開催された日本水文科
学会学術大会において，一般公開された「特別企
画：身近な「水環境」と「水文科学」」における
講演「水文科学への招待―未来を開く若手への
メッセージ―」（田中，2013）を基にその内容を
新たに書き直したものである。
日本水文科学会が設立されてから昨年（2013
年）で26年が経過し，この四半世紀の間にその
研究方向も，また学問に対する社会的要請も大き
く変わりつつあるように思われる。ここでは，日

本水文科学会の設立経緯を簡単に振り返るととも
に科学と社会に係わる最近における世界の動向を
踏まえ，これから水文科学が目指す方向性につい
て考えてみることにする。
タイトルに「認知マップ」と記したのは，記号
学・メディア論が専門の石田英敬東京大学教授が
朝日新聞（2013.10.18朝刊）のオピニオン面に
おいて，政権交代も3.11もまるでなかったかの
ような諦念がベースとなっている日本社会の現状
について，「……切れ切れになった情報を整理す
ることで，現在の社会の構造や奥行きを理解でき
る。そのような認知マップ
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についての展望を描けるのです。」（ルビは筆者に
よる）と語ったことによる。本稿ではわが国の水
文科学について，この観点からこれからを展望し
てみようとの意図のもとに使用したものである。

Ⅱ．東京教育大学「水収支論講座」

筆者は，1965年に東京教育大学理学部地学科
地理学専攻に入学し，「水収支論講座」を専攻し
たのが水文学との出会いであった。この水収支論
講座は，筆者の大学入学2年前の1963年度に東
京教育大学理学部地学科地理学専攻に併設された
理系完全講座（教授1，助教授1，助手2）であ
り，当時高度経済成長期にあった日本に「理系の
水の科学」がどうしても必要だとして設置された
ものであると聞いている。初代の教授は，筆者の
恩師でもある山本荘毅先生であった。
この水収支論講座はその後，1973年度に開設
された筑波大学への移転にともなって同大学院地
球科学研究科に組み込まれ，「地理学・水文学専
攻」が新たに設置された。そして，水文所属の教
官は「地球科学系水文学分野」を名乗った。さら
に2001年度に筑波大学が大学院化され，それま
での「地球科学系」から「生命環境科学研究科」
への移行にともなって，「水文学分野」から「水
文科学研究室」に名称を変更し，今日に至ってい
る。
なお，東京教育大学に水収支論講座が設置され
た1963年は，筆者の専門である地下水分野にお
いて，カナダ・アルバータ大学のJ. Tóth教授が
“groundwater flow system（地下水流動系）” 
（Tóth, 1963）という地下水流動を可視化する重
要な概念を発表した年に当たり，昨年2013年は
この両者にとって節目となる50周年を迎えたこ
とになる。また1963年は，米国のJ. F. Kennedy
元大統領がダラスで凶弾に倒れ，日本では力道山
が刺殺された年でもあり，こうした出来事ととも
に永く記憶に残る年であるといえる。

Ⅲ．水文学から水文科学へ

わが国で初めての水循環に関する教科書である
『水文学』は，阿部謙夫（1933）によって今から
81年前に岩波書店から出版されている（Fig. 1）。
この中で阿部謙夫は，第一章「水文学とは何か」
において，「海及び地表の水は絶えず蒸発して空
中に入り，大気中の水分は凝結して雲となり，雨
雪となって海及び地表に降る。地表に降った水の
一部は地表を流れて遂には海に入り，一部は地中
に浸透する。地中に浸透したものは地下を流動
し，遂には地表の低所に出でて河水となり，或い
は直接海に入る。之等の現象は水の循環と称へ，
吾人が子供の時から屢々見聞した事柄である。而
して水文学は水の循環途上，地表及び地下に於い
て行はるヽ諸現象を研究するものであるといふこ
とも出来る。」と述べている。すなわち，「水循環
を一括して取り扱う科学が水文学である」と定義

Fig. 1　 Front cover of the first Japanese textbook 
on Hydrology published in 1933 （delete 
original color and add English in paren-
theses）．
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しているといえる。榧根（1980）はこの点に触
れ，「水文学の定義の変遷をたどってみると，こ
れは卓見であったことがわかる。」と述べている。
しかし，水文学が科学として明確に定義されるま
でにはそれから58年余の歳月が必要であった。
そのきっかけの一つが1987年1月に米国ハワイ
で開催された第2回「日米水文学セミナー（US– 
Japan Hydrology Seminar）」である。本セミ
ナーは，JSPSとNSFの支援による二国間セミ
ナーとして開催され，参加者は日本側16名（筆
者もそのうちの一人として本セミナーに参加し
た），米国側12名，それにカナダのR. A. Freeze
が第三国からの参加者として加わった。セミナー
の内容は，Journal of Hydrologyの特集号として
刊行されている（Bras et al. eds., 1988）。
このセミナーにおいて，米国側のコンビーナー
を勤めたMITのR. L. Bras教授はその基調講演
において，「水の科学である水文学は，海洋学，
気象学，地質学などともに，地球科学の一分科を
占めるものであるが，近年の科学制度において，
水文学は地球科学の中で然るべき位置を占めてい
ない。」と述べた。この基調講演の内容は1987年
4月発行のEOSに発表されている（Bras and 
Eagleson, 1987）。
こうした状況を踏まえて，米国においては

1988年1月 にNRC（National Research Coun-
cil）内にCOHS（Committee on Opportunities 
in the Hydrologic Sciences）を設置し，水文科
学の定義やその発展状況，関連する地球科学や生
物科学との関係性等についてのアセスメントを実
施した。COHSの委員長はMITのP. S. Eagle-
son，委員には先の日米水文学セミナーに出席し
たW. H. Brutsaert, V. J. Gupta, G. Spositoらが
入っている。その成果は『Opportunities in the 
Hydrologic Sciences』（National Research 
Council, 1991）として取りまとめられ，この中
で水文科学を“Hydrologic science is a geosci-
ence”と定義し，水文科学は大気科学，固体地
球科学，海洋科学とともに地球科学を構成する一
分科であることを明確にした（Fig. 2）。

すなわち，水文学は自然界における水循環を中
心概念としつつ，1940年代までは地表水または
地下水を個別に研究する分野とされていたが，
1970年代には人間活動にかかわる社会・経済活
動分野も含むようになり，さらに，物理学的・化
学的方法を基礎とした地球科学の一分科としての
physically-based process-orientedを志向した水
文科学に再編されたと言える（Fig. 3）。今日に
おいては，環境保全や生物多様性の保全，流域管
理や水資源管理といった「生命と環境」にかかわ
る領域にまでその対象範囲を拡大しつつある。
なお，わが国における現時点での水文科学の体
系化については，水循環過程全般を網羅し，各水
循環過程における理論とプロセスを中心に取りま
とめ，2010年度の水文・水資源学会の「学術出
版賞」を受賞した『水文科学』（杉田・田中編・
筑波大学水文科学研究室，2009）が参考になろ
う。

Ⅳ．「日本水文科学会」の誕生

日本水文科学会が誕生したのは，1987年6月6
日である。その前身は先に記した東京教育大学水
収支論講座内において，1965年6月4日に開始さ
れた「ハイドロロジー談話会」である。この談話
会はその後1977年12月に「水文学研究会」と名

Fig. 2　 Hydrologic science is a geoscience （modi-
fied NRC, 1991）．
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称を改め，これを引き継ぐ形で学会が設立され
た。初代学会長である山本荘毅先生はこの学会の
設立に当たり，「丁度10年を節目に脱皮・成長を
してきたことになります。」と述べている（山本，
1987）。現在の学会誌『日本水文科学会誌』は，
この談話会の機関紙であった『ハイドロロジー』
（創刊は1967年4月1日，Fig. 4）を継続する形
で「巻」が付されている。「理系の水の科学」を，
と叫ばれてから24年を経て，ようやく志を同じ
くする学術研究団体が誕生することになった。
一方，工学系を中心とする分野横断型の「水
文・水資源学会」が1988年3月12日に設立され
ている。時を同じくして水文学や水資源学に関す
る学術研究団体が設立された背景には，米国にお
けると同様に1987年に開催された「日米水文学
セミナー」の存在が大きな影響を与えたものと思
われる。
学会設立までの経過は坦々たるものではなく，
当初は「水文学会」という名称を付す予定であっ
たが，「諸般の事情によりその名称を採用するこ
とができなかった。」と山本（1987）は記してい
る。紆余曲折の挙句の学会設立であったことが偲
ばれる。

Ⅴ．IAHS―国際水文科学協会

山本（1987）によれば，「日本水文科学会
（Japanese Association of Hydrological Sciences, 
JAHS）」という名称は，国際水文科学協会（In-
ternational Association of Hydrological Sci-
ences, IAHS）の直訳として付けられたものであ
るという。この IAHSについては，日本学術会議
（1990）以来，わが国ではまとまった報告が見当
たらないことと後述する「世界の動向」とも関係
することから，その後の情報を含めて筆者の知る
範囲において少し詳しく記すことにする。

IAHSは，国際測地学地球物理学連合（Inter-
national Union of Geodesy and Geophysics, 
IUGG）を母体として国際科学会議（Internation-
al Council of Scientific Union, ICSU）に加盟し
ている学会である（Fig. 5）。その設立経緯は以
下のようである（日本学術会議，1984）。1922
年5月にローマで開催されたIUGGの第1回総会
で，「陸水（les eaux continentales）」の研究の
ために部会を置く，という提案を検討するための
特別委員会が設けられた。1924年10月にマド

Fig. 3　 Schematic diagram of scientific approach 
in hydrologic science （made by author）．

Fig. 4　 Front cover of the first issue of Hydrology 
by Research Group for Hydrology in Japan 
published in 1967 （delete original color）．
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リードで開催された IUGGの第2回総会の一部と
してこの特別部会の第1回総会が開かれ，特別委
員会から新しい“Section d’Hydrologie Scientif-
ique”の設置を承認するよう提案された。総会 
はこの提案を全会一致で承認し，IUGGのための
いずれの国内委員会もそれぞれの中に科学的水文
学の部会を設け，またこの執行委員会のためにそ
の国を代表する委員を指名することになった。こ
の国際学術組織の名称は，1923年に“Interna-
tional Association of Scientific Hydrology, 
IASH”となり，1971年のモスクワでの総会で
“International Association of Hydrological Sci-
ences, IAHS”と改められ現在に至っている。
1922年の IUGG第1回総会での部会設置の提案
からちょうど90年が経過した一昨年（2012年），
IAHSはこれを祝って『Celebrating 90 years of 
international scientific cooperation and activi-

ty』という小冊子を出版した（IAHS, 2012a）
（Fig. 6）。

IUGG加盟国の研究者はIAHSの全活動に自由
に参加することができる。IAHSの活動は，国際
水文学十年計画（International Hydrological 
Decade, IHD, 1965–1974），国際水文学計画（In-
ternational Hydrological Programme, IHP, 
1975－），Millennium Development Goals 
（MDGs, 2000－）などとの密接な関連の下で進
められてきた。この方針は今後も継続される予定
であり，IHP活動の一環として IAHSとUNES-
COの共催による水文科学関係の国際会議やシン
ポジウムが世界各国で多数開催されている。

IAHSの学術総会は4年ごとの IUGG総会
（General Assembly）の時に開催されるほか，そ
の中間年に科学総会（Scientific Assembly）が開
かれている。科学総会の第1回会議は1982年に

Fig. 5　Map of IUGG system （made by author according to ICSU, 2014 and IUGG, 2014）．
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イギリスのエクゼターで開催され，筆者にとって
は初の国際会議へ出席する機会となった。また，
この科学総会の第4回会議は IAMAP（Interna-
tional Association of Meteorology and Atmo-
spheric Physics）との共催で1993年に横浜で開
催された。2003年には第23回 IUGG総会が札幌
で開催されている。次回の第26回 IUGG総会は
2015年6月にチェコのプラハで開催される予定
である。

IAHSの内部組織として，以下のCommission
が置かれている（IAHS, 2012a）。

IC SW̶International Commission on Surface 
Water

IC GW̶International  Commission on 
Groundwater

IC CE̶International Commission of Conti-
nental Erosion

IC SIH̶International Commission on Snow 
and Ice Hydrology

IC WQ̶International Commission on Water 
Quality

IC WRS̶International Commission on Wa-

ter Resource Systems
IC RS̶International Commission on Remote 

Sensing
IC CLAS̶International Commission on Cou-

pled Land-Atmosphere Systems
ICT̶International Commission on Tracers
IC SH̶International Commission on Statis-

tical Hydrology
IAHSに対する日本の対応は，日本学術会議の中

に置かれていた「地球物理学研究連絡委員会・陸 
水分科会」が当初担っていたが，第13期（1985- 
1987）からは地物研連から独立した「陸水研究 
連絡委員会（Japan National Committee for  
Hydrological Sciences）」が対応母体として機能
した（榧根，1989）。この陸水研連は，日本陸水
学会，日本地下水学会，日本雪氷学会，日本温泉
科学会，日本地球化学会，土木学会の6学会から
各1名の委員の推薦を受け，残りの3名は国際対
応を考えて選出し，合計9名で構成された。ま
た，日本気象学会，日本農業気象学会，農業土木
学会，日本林学会，地すべり学会，日本地形学連
合，砂防学会，水文・水資源学会，日本水文科学
会，地球物理研究会，日本地理学会（一部の学会
名は旧名のもの）と研究上の連絡をとって進めら
れた（日本学術会議，1990）。すなわち，日本に
おける水文分野を横断的に網羅するオール・ジャ
パンの体制の下に研連が構成され，その機能を果
たしていたといえる。そして，研連委員のうちよ
り上記した IAHSの各Commissionに対応する国
内委員（National Correspondents）が1～ 2名
選出され，国際対応に当たった。また，IUGG総
会の開催年に合わせて『Japan National Report  
on Hydrological Sciences』が1987-1990, 1991- 
1994, 1995-1998, 1999-2002の各期間にわたって 
作成され（Science Council of Japan, 1991; 1995;  
1999; 2003），日本の水文学研究の現状をその都
度世界に発信すべくそれぞれのIUGG総会時に
各国に配布された（筆者は陸水研連の幹事として
1999年発行の第3号の編集を担当した）。
しかし，第18期の2002年に実施された「日本

Fig. 6　 Front cover of 90th Anniversary Book of 
IAHS published in 2012 （delete original 
color）．
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学術会議法」の一部改正に伴い，それまでのオー
ル・ジャパンとしての研連体制は第19期（2005
年9月）で廃止され，現在は新生日本学術会議の
中に置かれた「地球惑星科学委員会・IUGG分科
会・IAHS小委員会」が対応することになってい
る。新生日本学術会議発足時の混乱もあり，
IAHSに対する国内対応は，必ずしもスムースに
移行したとはいえない。陸水研連時にNational  
Correspondentsが中心となってとりまとめた『Ja-
pan National Report on Hydrological Sciences』
は，2003年の発行を最後にそれ以降刊行されて
いない。IAHSに対する日本のプレゼンスを高め
ていくためにも，長年にわたって先人たちが築い
てきた組織体制やその活動内容等について，今一
度十分に吟味・検討する必要があるものと思われ
る。

Ⅵ．世界の動向―新たな研究の枠組み―

2012年6月にブラジルのリオデジャネイロで
開催された第3回地球サミット（リオ＋20）にお
いて，先に記した国際科学会議（ICSU）と国際
社会科学協議会（International Social Science 
Council, ISSC）は，UNESCO, UNEP（国連環
境計画）やUNU（国連大学）とともに，2013年
から今後10年間における地球環境研究の新たな
枠組みとして“Future Earth, FE”の実施を決
めた（ICSU, 2012）。このFEは，持続可能な地
球環境についての国際協働研究イニシアティブで
ある。その特徴は，研究者とともに政策決定者や
利害関係者（ステークホルダー）の研究立案段階
からの参画であり，これらの協働による異なる学
問分野を超えた transdisciplinary research（Fu-
ture Earth, 2013, p. 69, Glossary）またはtrans-
disciplinarityを通して，地域から地球全体の環
境問題について，地球の持続可能性（global sus-
tainability）を達成するためにその解決策を見出 
す点にある（問題解決型）（Future Earth, 2013）。 
そして，20世紀後半から実施されてきた地球環
境に関する4つの国際共同研究プログラムである

WCRP （気候変動国際共同研究計画），IGBP（地
球圏–生物圏国際共同研究計画），IHDP（地球環
境変化の人間的次元の研究計画），DIVERSITAS
（生物多様性国際共同研究）は，今後FEとし 
て統合されることになるとされている（中野，
2013）。

FEの概要については，小池（2013），谷口
（2013），近藤（2013）などによって簡単に紹介
されている。このFEの推進に対して，日本政府
として，また日本の研究者コミュニティーとして
の具体的な取組みが課題となっている現況に鑑
み，日本学術会議では関係するステークホルダー
を含めた対応を論じ，その具体的解決策を見出す
ことを目的とした学術フォーラムを2013年6月
18日に開催した（日本学術会議，2013）。
このFEの研究の枠組みで提示されている

transdisciplinary researchまたは transdiscipli-
narityは，1990年代半ばにマイケル・ギボンズ
ら（ギボンズ編・小林監訳，1997）によって提
唱された「モード論」での「モード2」のコンセ
プトと同様のものである。しかし当時は，「科学
技術と社会の相互関係の変化」という範疇で議論
されていたものであるが，FEでは地球の持続可
能性を達成するために，それを「人間の側面を含
めた地球規模の環境問題」に拡大したということ
ができるであろう。
また IAHSは，これまでの10年間にわたる

PUB（Prediction in Ungauged Basins）研究の
終了に当たり，2013年から2022年までの向こう
10年 間 を“The IAHS Scientific Decade 2013-
2022”と位置付け，そのテーマとして“Panta  
Rhei-Everything Flows”の実施を決めた 
（Koutsoyiannis, 2013; Montanari et al., 2013）
（Fig. 7）。“Panta Rhei, PR”とはギリシャの哲
学者Heraclitus（ca. 540-480 BC）の言葉であ
り，その英訳が“Everything flows”である。日
本語では「万物は流転する」と訳されている。彼
は，万物の変化を川の流れにたとえて，“You 
cannot step twice into the same river（Heracli-
tus of Ephesus, quoted in Plato’s Cratylus 
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402a）”（Koutsoyiannis, 2013）と言っていると
いう。

New Scientific DecadeとしてのPRは，“Change  
in Hydrology and Society”を標語として，絶え
間なく変化する水文現象と社会現象の相互作用な
らびに相互のフィードバック機構を明らかにする
ことを目的とするものである。これについて，
Montanari et al.（2013）は以下のように記して
いる。
……the IAHS Scientific Decade 2013- 
2022 should focus on “Change in Hydrolo-
gy and Society”, where the conjunctive 
term “and” between hydrology and society 
indicates that particular focus is placed on 
the interaction and feedbacks between the 
two.
後述するように，国連の IPCC（気候変動に関
する政府間パネル）による第4次評価報告書（文
部科学省ほか，2007）によって地球の温暖化が
明確になり，これによって自然現象に由来する気
候の変化とともに人間の活動が気候を変化させて
いることが認識されるようになった。気候が変化
すれば水循環も変化する。自然現象としての水循
環の変化と人為的影響による水循環の変化を通じ
て，（温暖化した）地球という環境と社会に如何
に対処するのか，これがPRの大きな命題の一つ

である。Montanari（2013）は，PRのkey issue
として以下の五つを挙げている。
・Modelling non-steady behaviours
・Humans as part of the system
・Interaction with society and stakeholders
・  Hydrological change is the interface of en-

vironmental change with humans and soci-
ety
・  Integrated treatment of understanding 

and uncertainty for improved prediction
このIAHSのイニシアティブは，ICSUとISSC 
のイニシアチィブであるFEの理念と軌を一にす
るものであり，両イニシアティブが同時・同期間
において推進されることは，今，「新しい知に基
づく新たな学問」の必要性とその構築が急務であ
ることを意味しているものと思われる。これまで
の物理学的・化学的・生物学的方法を基礎とし，
個別現象を対象とした科学的な解明に加え，自
然・人間・社会系の関係性を重視したより哲学的
なアプローチを必要とする時代に入ったといえる
（Montanari et al., 2013）。
この新しい知と新たな学問について，榧根

（2010, 2012）はウィルバー・岡野訳（2002）を
援用して「統合的な知」と「統合学」の重要性を
示唆し，環境問題や地下水問題との関係を理念的
に示している。こうした提唱を踏まえて，方法論
を含めてその理念を具体化する作業がこれから必
要とされるであろう。
また，これらのイニシアティブにおいては，

「持続可能性」や「相互作用・フィードバック」
といった「関係性」に係わる用語が特徴的に使わ
れている。これに関連して，榧根（2012）は以
下のように述べている。すなわち，「……近代の
基礎になった「近代科学」の特徴は，「普遍性・
客観性・合理性」であったが，それに続くポスト
近代社会では，20世紀後半になって生まれた，
ナマの自然を対象にする生態系や複雑系の科学の
世界観である「持続可能性・関係性・多様性」の
方をより重視しなければならない，と私は思う。」
と。これによれば，FEやPRは「近代科学」に

Fig. 7　 Logo mark of Panta Rhei （delete original 
color）．
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続く「ポスト近代科学」，とりわけ「複雑系の科
学」の確立を目指したものであるといえよう。
なお，PRの枠組みにおけるIAHSの最初の国
際会議は，“Evolving Water Resources Systems: 
Understanding, Predicting and Managing Wa-
ter-Society Interactions”をテーマに2014年6
月にイタリアのボローニャで開催される予定であ
る。
地下水の分野においては，世界の地下水資源の
保全・管理に係わる新たな動きが開始された。そ
れは，GEF（Global Environment Facility）,  
The World Bank, UNESCO-IHP, IAH（Interna-
tional Association of Hydrogeologists）の国際 
共同プロジェクトである“Groundwater Govern-
ance Project: A Global Framework for Action”
である。このプロジェクトは，2011年から開始
され2014年まで継続される予定である。その主
たる目的は，健全な地下水資源管理のための一般
的理念とガイドラインの構築であり（UNESCO-
IHP, 2012），これまでの「地下水管理（Ground-
water Management）」から更に一歩進めた「地
下水ガバナンス（Groundwater Governance）」
の確立を目指すものである。2012年4月から
2013年3月にかけて，世界を5つの地域に分け，
それぞれの地域における現状を把握するための
regional consultationが実施された。そのアジ
ア・太平洋地域会議が2012年12月に中国の石家
荘（Shijiazhuang）で開催され，筆者もUNES-
COから招聘されて参加した。会議の内容は田中
（2014）やTanaka（2014）に記したので，それ
らを参照されたい。各地域会議での討議内容を踏
まえて，2014年には地下水ガバナンスに関する
世界の枠組みが提示される予定である。

UNESCO-IHPを中心とする世界の新たな動き
に関連して，国内の最近の動向について二・三言
及しておきたい。その一つは，2013年3月22日
の“World Water Day（世界水の日）”におい
て，熊本地域の広域地下水保全活動が国連の
2013年「最優秀賞」を受賞したことである。国
連は，2005-2015年を“Water for Life”に向け

た行動のための国際10年と定め，世界の各都市
で取り組んでいる優れた水保全活動を推進するた
めに，2011年から特に顕著な取り組み事例を
「最優秀賞」として毎年「世界水の日」に表彰す
る制度を設けている。第3回目となる2013年の
公募テーマのカテゴリー1は“Best water man-
agement practices”であった。これは，国連が
同年を“International Year of Water Coopera-
tion（国際水協力年）”と定めたことに因んだも
のであり，このテーマに応募した世界34都市の
中から熊本市が「最優秀賞」に輝いたものである
（UN-Water, 2013）。
熊本市を含む11市町村からなる市域を越えた

「地下水流域」を単元とした広域での地下水保全
活動は2004年から始められ，熊本県・市，関係
2町村，4つの土地改良区，JAからなる協議会の
設置による休耕田を利用した水田涵養事業（Fig. 
8）や企業による森林保全活動等の地下水保全対
策が高く評価されたものである。“Transbound-
ary Groundwater Resources Management”
（Shimada, 2008）と呼ばれるこの地下水保全方
式は，2008年12月の国連総会で採択された国際
法の草案である“The Law of Transboundary 
Aquifers（越境帯水層法典）”（田中，2012）の
理念を反映した国内版であり，その保全方式が世
界で認められたことになる。このことは，熊本地
域においてはFig. 8に示した地下水保全・管理の

Fig. 8　 Schematic diagram of conference structure 
on utilizing rice paddies for groundwater 
recharge in Kumamoto region （made by 
author according to Kumamoto City, 
2008）．
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ための「ガバナンス」の構築があって始めて実現
したものであり，こうした保全・管理のための枠
組作り（Groundwater Governance: A Frame-
work for Action）が今後各地域において普及・拡 
大されることが望まれる。
他の一つは，日本政府が現在立案中の「水循環
基本法案」である。この法案は，その基本理念に
地下水を含めた「水の公共性」を謳い，水循環に
関する施策を集中的かつ統合的に推進するための
新たな組織として内閣府に「水循環政策本部」の
設置を掲げている（衆議院，2013）。本法案の概
要に基づいて，条文の内容を簡略に取りまとめた
ものをTable 1に，法案の枠組みをイメージした
組織の概要図をFig. 9にそれぞれ示す。新たな組
織である水循環政策本部の設置は，これまでの水
行政における最大の弊害であった関連省庁間の縦
割り行政を打破する役割を担うものであり，前述
したUNESCOのアジア・太平洋地域会議におい
て共通の問題点として指摘された水資源・地下水
資源の保全・管理における“one coordinate 
function（一つの調整機関）”の欠如（田中，
2014; Tanaka, 2014）を補完するという観点に
照らして，大変重要な意味を持つことになる。す

なわち，現在考えられているわが国の「水循環基
本法案」は理念法ではあるが，世界的な新たな動
向としての「管理」から「ガバナンス」への潮流
を具現化するものであるということができる。
わが国においては，こうした理念法の制定に
よって，環境政策が飛躍的に前進した経験を有し
ている。それは，従来の「公害対策基本法」に替
わって1993年に制定された「環境基本法」と，
これに基づいて翌1994年に閣議決定された「環
境基本計画」という枠組みである。これについて

Table 1　 Summary of article contents of Water Cycle Basic Law under planning in Japan （made by author 
according to Draft of Water Cycle Basic Law, Shugiin, 2013）．

Fig. 9　 Image of organizing structure of Water 
Cycle Basic Law under planning in Japan 
（made by author according to Draft of Wa-
ter Cycle Basic Law, Shugiin, 2013）．
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はすでに記したので（田中，2012; 2014），そち
らを参照されたい。
上記の背景や熊本地域における地下水保全・管
理方式が国連によって世界で認められたことを合
わせて考えると，水に関する制度化を世界におい
て日本がリードするためにも，「水循環基本法案」
の一刻も早い成立が待たれるところである 1）。

Ⅶ．社会のための科学

自然科学は一時期，「科学のための科学」とし
て価値中立性が求められていたことがある（例え
ば榧根，2010）。これは，「学術が客観性と普遍
性を持ち得るのは，価値に関与しないからだ」と
いう科学者の伝統的な考え方に基づいたものであ
る。
また，筆者の経験からは常に，「科学でありた
い」という願いがつきまとっていたように思われ
る。大学の授業で最初に手にした専門書は，日本
の水文学発達史の貴重な一資料とされている共立
出版地球科学講座第9巻の『陸水』（山本編，
1968）であった。この教科書は「陸水学」の立
場から編集されたものであり，陸水としての河
川，湖沼，地下水，雪氷などについて個別に記述
されており，当時，それらを体系化する試みは行
われていなかった。また，各章の参考文献からも
明らかなように，一部を除いて記述内容の多くは
外国の研究が中心であり，「水文学」についての
記載や，その中心概念である「水循環」に触れた
箇所はほんの僅かである。当時，研究面において
も，水収支研究や水文現象の記載が中心であり，
その当時流行の数値シミュレーションを除くと水
文現象を定量化することはなかなか難しいことで
あった。
しかし，その後，同位体分析技術の向上や野外
観測機器の開発が飛躍的に進み，また先述したよ
うに，世界的な潮流としてphysically-based pro-
cess-orientedを目指した研究が進展したことに
よって，「科学」を志向した願いの一端は達成さ
れたように思われる。その答えの一つが，先に記

した，研究室の同僚とともに2009年に出版した
『水文科学』であり，また，米国のD. F. Leviaら
と2011年に出版した『Forest Hydrology and 
Biogeochemistry: Synthesis of Past Research  
and Future Directions』2）（Levia et al. eds., 2011） 
である。
筆者が授業を担当していた当時のことである
が，受講生であったある同僚から後に，「先生は
若い時，科学は社会の役に立たなくてもいいんだ
といっていましたよ」といわれたことがある。今
思えば，「科学でありたい」と思うあまり，当時，
筆者個人としても「科学のための科学」を実践し
ていたように思われる。
しかし，21世紀に入り，前記したように ICSU

や IAHS, UNESCOといった国際学術組織や国際
機関からは「社会のための科学」の必要性が強く
叫ばれている。また，日本学術会議においても，
新生二期目にあたる第21期のスタートの年に，
機関紙の新春座談会で「「社会のための科学」と
「科学のための科学」」を特集している（日本学術
会議，2009）。文部科学省においても，2013年
に「国立大学改革プラン」が策定され，ミッショ
ンの再定義が行われた（文部科学省，2013）。こ
の中で，「今後，それぞれの大学の強みや特色を
伸ばし，その社会的役割を一層果たしていくため
に，国立大学の機能強化を図る」とされ，大学が
果たす社会的役割がこれまで以上に重要視される
時代になっている。
これは，人間や社会の側から見ると科学は万能
ではなく，「モノ」を対象としてきた近代科学の
限界があるということである（榧根，2010）。こ
うした状況を踏まえ，「社会のための科学」に答
えるためには，自らの研究成果をまず「科学知」
としてとりまとめ，それを如何に「社会知」とし
て発信していくかが強く求められているといえ
る。
社会のための科学の典型例は，先に記した地球
温暖化問題に関する国連のIPCCが果たす役割に
見ることができる。先述したように，2007年11
月に発表された IPCC第4次評価報告書では，
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「地球温暖化は明白であり，疑う余地がない」と
の見解が示された。この科学的根拠に基づく見解
は，以後のG8での議論の変化にみられるよう
に，政策決定者の行動に大きな影響を及ぼした
（例えば小池，2013）。また，2014年に公表され
る第5次評価報告書の最終案では，地球温暖化に
よる海面上昇などで今世紀末までにアジアを中心
に数億人が移住を余儀なくされると予測するとと
もに，農作物の生産量が減って食糧問題が深刻化
するなど，人類の社会・経済に大きな影響を及ぼ
すと指摘し，温室効果ガスの削減だけでなく，被
害を軽くする適応策の必要性を強調している（朝
日新聞，2014.1.8朝刊）。この内容は，2014年3
月に横浜で開催されるIPCCの総会で承認され，
公表される予定である。
すなわち，こうした IPCCのプロセスにみられ
るように，自然・人間・社会の関係性を統合的に
理解し，「科学知」に基づいた健全な意思決定が
できる新しい社会システムの構築が求められる時
代に入ったといえる。FEやPRはそのための新
たな研究の枠組みである。
筆者らは，IPCCの第4次評価報告書の内容を

踏まえて2008年度より準備を進め，2010年度の
文部科学省概算要求事項「特別経費（プロジェク
ト分）」として申請を行った。それは，筑波大学，
信州大学，岐阜大学との3大学連携事業である
「地球環境再生プログラム―中部山岳地域の環境
変動の解明から環境資源再生をめざす大学間連携
事業―」であり，2010年度から2014年度までの
5年間の継続事業として採択された。その申請書
（筑波大学陸域環境研究センター，2010）によれ
ば，本事業の目的は，気候変動が早期に検出でき
る中部山岳地域を対象として，気候変動の監視，
復元，予測と水循環，物質循環，炭素循環および
生態系の変動解明とその将来予測を行い，地域空
間スケールにおける温暖化適応・緩和策，生物多
様性の保全策，防災対策に係わる総合研究を推進
することである。具体的には，3大学の学際的研
究体制によって，気候変動が水資源，生物資源，
森林資源，農業資源に及ぼす影響，下流域や地域

人間社会に及ぼす影響を明らかにし，地域スケー
ルにおける温暖化適応・緩和策，生物多様性の保
全策，防災対策を立案することをめざすものであ
る。また，前記した「モード2」に立脚したトラ
ンスディシプリナリな研究活動と「トランスディ
シプリナリコンソーシアム（中部山岳地域環境変
動研究機構）」を通じて事業を推進するとしてい
る（Fig. 10）。これらの課題設定や研究の枠組み
は，いずれもFEやPRで今日主張されているも
のであり，「社会のための科学」を見据えたプロ
ジェクトであるといえ，その方向性に間違いはな
かったと思える。
残念ながら筆者にとっては，本プロジェクトが
スタートするその年に定年退職することとなり，
これに直接関わることはできなかったが，プロ
ジェクトの最終年に当たる2014年度の最終報告
書を固唾を呑んで待つことにしたい。なお，本プ
ロジェクトの中間報告として，『中部山岳地域の
自然環境変動』が地学雑誌の特集号として刊行さ
れている（松岡編，2013）。
また近藤（2013）は，FEの理念に基づいて

「ステークホルダー―研究者協働のフィールド科
学」を3.11の原子力災害への対応を例に実践に
移している。
一方，水文科学の主要な部分の科学的研究は

20世紀でほぼ終わり，これからの研究は水と人

Fig. 10　 Cooperate organization framework for 
action of three-university’s cooperated 
project （made by author according to ap-
plication of the project, 2010）．
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間との関係性に直接迫るか，あるいは生態系など
のルートを迂回して間接的に人間との関係性に近
づくかの何れかではないかとの指摘もなされてい
る。これを裏付けるかのように，IAHSは“Bench-
mark Papers in Hydrology Series”を2006年よ
り刊行し，水文科学の主要な分野のoverviewを
行っている。これまでに刊行された分野は以下の
通りである（IAHS, 2012; 2014）。
・  Streamflow Generation Processes （2006） 

by K. J. Beven
・  Evaporation （2007） by J. Gash and J. 

Shuttleworth
・Groundwater （2008） by M. P. Anderson
・  Rainfall-Ruoff Modeling （2010） by K. Loag-

ue
・  Raiparian-zone Hydrology and Biogeo-

chemistry （2010） by T. P. Burt, G. Pinay 
and S. Sbater
・  Hydro-Geomorphology, Erosion and Sedi-

mentation （2011） by M. J. Kirkby
・Forest Hydrology （2011） by D. Dewalle
・  Isotope Hydrology （2011） by P. K. Aggar-

wal, K. O. Frohlish, J. R. Gat and R. Gonfi-
antini
・Palaeohydrology （2014） by V. R. Baker
こうしたoverviewが刊行されることは，水文

科学の各分野においてその科学的研究が一応の区
切りを迎えたことの証である。先に記したIAHS
のNew Scientific Decade（2013-2022）として
のPRもこうした一連の流れを汲むものであり，
「科学のための科学」から「社会のための科学」
へと舵を切った必然の流れであるということがで
きる。
また，前述したカナダ・アルバータ大学のJ. 

Tóth教授が2008年に富山で開催された第36回
国際水文地質学会に出席するために来日された際
に，筑波大学陸域環境研究センターを訪問され，
同センターの第103回セミナーにおいて，“The 
Modern Scope of Hydrogeology and the History 
and Future of its Evolution: A Personal View”

と題した講演を行った（筑波大学陸域環境研究セ
ンター，2009）。この講演においてTóth教授は，
「……水文地質学はすでに成熟期に達しており，
これ以後において（地下水流動系という概念に相
当するような）新たな主要概念の創出は期待でき
ず，これからは（地下水流動系を基本概念とし
た）生態水文地質学，森林水文地質学，環境水文
地質学などといったsub-disciplineとしての学問
分野の成立が促進されかつ継続されるであろう。」
（カッコ内は筆者による）と述べた。こうした見
解もまた，水文科学や水文地質学の主要な部分の
科学的研究が20世紀でほぼ終了したことを示唆
しているものと思われ，当時講演を拝聴して感慨
深いものがあった。
しかし，水文科学やその周辺科学の基礎的研究
が全く終わったということを意味するものではな
い。モード論でいうところの「モード2」は，
「モード1」としての各学問分野の理念や理論に
裏打ちされた基礎的研究の成果やその知識の上に
立ってはじめて成り立つものであり，科学の発展
における基礎的研究の重要性はいつの時代になっ
ても普遍性を有しているといえる。また，新たな
計測技術や手法の開発等により，これまで未解明
であった現象の解明が進展することが十分に予想
され，こうした面からも基礎的研究が継続される
べきことはいうまでもないことである。
水文科学が社会との関係性において，最も貢献
できる分野は環境の分野であろう。筆者のこれま
でのわが国における環境行政との係わりについて
はすでに記したので参照いただければ幸いである
（田中，2014）。

Ⅷ．おわりに

今，水文科学に求められていることは，科学と
社会に係わる世界の動向に対処するための「新た
な知」の創出とそのための方法論の確立である。
“Panta Rhei”はそのための場の提供であり，社
会科学を含む他分野科学との連携，すなわち in-
terdisciplinarityを強化することを謳っている
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（Montanari et al., 2013）。また，地球の持続可
能性を達成するために，“Future Earth”では科
学－人間・社会系の関係性を重視する transdis-
ciplinarityの視点とその実践を強く出張してい
る。これらはいずれも「ポスト近代」を見据えた
新たな研究の枠組みである。科学－人間・社会系
の関係性を統合した「新たな知」を創出するにあ
たって，水文科学者に何ができるのか？　そのこ
とがまさに問われるこれからの10年となるであ
ろう。
なお，科学と社会との関係性については，昨年
出版された佐藤（2013）の『科学と人間―科学
が社会にできること』と中村（2013）の『科学
者が人間であること』が参考になろう。日本の量
子力学の第一人者である佐藤は，社会と科学の関
係性を見直す時がきているとして，これからの科
学のあり方について語っている。また，「生命誌」
を提唱する生命科学者である中村は，3.11を踏
まえて，これからの科学のあり方，とくに科学者
のあり方と新しい社会づくりについて熱く語って
いる。
最後になりましたが，今回の機会を与えていた
だいた編集委員長の小野寺真一先生を始め，関係
された皆様にこの場をお借りして心から感謝の意
を表します。また，お二人の精読者からは大変貴
重なコメントをいただきました。記して感謝申し
上げます。

注

 1） 本稿脱稿後，「水循環基本法案」は第186回
通常国会において，2014年3月27日の衆議
院本会議で全会一致で可決され，成立した。
今国会では，参議院先議によって3月20日
の同本会議で可決され，衆議院に付託されて
いた。

 2） 本書は，Springer社のe-Bookとして出版さ
れており，2013年11月1日時点における
chapter downloads数は20,551件に達して
いる。
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田中　正

要　　旨

日本水文科学会が設立されてから26年が経過し，この四半世紀の間にその研
究方向も，また学問に対する社会的要請も大きく変わりつつある。本稿では，日
本水文科学会の設立経緯を簡単に振り返るとともに，科学と社会に係わる最近に
おける世界の動向を踏まえ，これから水文科学が目指す方向性について言及し
た。2013年から2022年までの今後10年間における新たな研究の枠組みとして，
ICSUと ISSCを中心とした国際学術組織等によって“Future Earth”が立ち上
げられ，IAHSはNew Scientific Decade 2013-2022として“Panta Rhei-Every-
thing Flows”を立ち上げた。また，GEFとUNESCO-IHPを中心とした新たな
国際プロジェクトである“Groundwater Governance”が進行中である。これら
の世界の動向からは，従来の「科学のための科学」から科学－人間・社会系の関
係性を重視した「社会のための科学」を確立する必要性があることを読み取るこ
とができる。今，水文科学に求められていることは，これら世界の動向に対処す
るための「新たな知」の創出とそのための方法論の確立であることを記した。

キーワード：  水文科学，Future Earth, Panta Rhei-Everything Flows, Ground-
water Governance，社会のための科学


